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図表2-3 指定管理者制度の導入状況と次期指定に向けた基本的な考え方・留意事項 

 
 

③ 最適な運営主体の選定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

· 公募だけではなく非公募（指

名）も選択肢のひとつに加えた

選定方法の検討 
· 公募の場合は広く門戸を開放

し、幅広い候補団体の中から

選定 

② 最適な運営手法の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

· 直営、指定管理者制度の比

較・検討による最適な運営手

法の選択 
· 地域の文化振興の担い手を

代替する事業者の有無の検

討 

① 文化政策、文化施設のミッシ

ョンの明確化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

· 文化政策、文化施設の目的や

ミッションの明確化 
· 文化振興基本計画等の策定と

社会環境の変化や住民ニー

ズの反映 

指定管理者制度の導入状況と影響、効果 
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· 指定管理者制度の導入割合は、全施設（4,265）で
34.2%（非公募21.6%、公募12.5%）、都道府県で68.9%
（非公募24.2%、公募44.7%）、政令市で79.2%（非公募

31.6%、公募47.6%）、市区町村全体で28.2%（非公募

20.7%、公募7.4%） 
· 指定管理者の内訳（1,457施設）は、財団法人・社団法人

（73.0%）、公共団体・公共的団体（5.5%）、NPO法人

（3.5%）、株式会社・有限会社（9.8%）、共同事業体（5.1%） 
· 指定期間の平均は3.6年、利用料金制の採用割合は

63.2%、債務負担行為の設定（一部含む）割合は42.8% 
「指定管理者制度導入状況等調査（H19.3、（財）地域創造）」より 
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○ 経費節減への偏重：住民サービスの向上

を置き去りにした経費節減の進展 
○ 事業の継続性、柔軟性への影響：長期的

な事業の継続性、社会環境の変化に応じ

た柔軟性の確保に課題 
○ 地域のつながりやネットワークの蓄積・継

承への影響：有期限のため、地域の芸術

家・団体、住民グループなどとの長期的な

ネットワークづくりが困難 
○ 人材の雇用・育成への懸念：専門的人材

の新規雇用、雇用の継続や人材育成など

への長期戦略が描けない 
○ 組織の疲弊と制度導入に伴う業務量・コス

トの増加：経費節減の一方で業務量が増

加し、指定管理者制度の導入に伴う煩雑な

業務やコストも増加 
○ 適正な評価の必要性の高まり：定量的評

価に馴染まない文化施設の事業評価のあ

り方や手法の確立が急務 

公立文化施設の特性 

○ 互換性、代替性が低い運営・事業 
· 公立文化施設は施設の特性や地域によって、運

営の内容やサービス、事業は多様で一律に規定

できない 
· 事業の企画・実施に専門性の求められるものも

多く、その場合、運営組織の代替性・互換性は

極めて低い 

次期指定に向けた基本的な考え方 

直営 設置目的・ミッション 

非公募（指名） 

公募 

○ 長期的な取り組みと継続性の求められる運営・

事業 
· 公演や展覧会事業は数年前から企画準備が必

要なものも多く、支援・育成型事業は、５～10年
後の成果を視野に入れて取り組む必要がある 

· 公立文化施設の運営には他の公の施設と比較

して、長期的な取り組みや継続性がより強く求め

られる 

指定管理者制度 

指定管理者制度の導入の留意事項 

· 第１期の指定管理者制度の導入における

問題点や課題を踏まえ、業務の範囲や管

理の基準、指定期間や指定管理料などの

条件、指定の手続きなどを再検討 

○ 業務の範囲、管理の基準 
· 密接不可分な事業と施設の管理運営 
· 重視すべき有効性やアウトカム、公共性 
· より高い専門性の求められるソフト事業の

企画・実施 
· 館長や芸術監督、芸術団体、ボランティ

ア等の位置づけの明確化 
· 尊重すべき既存運営スタッフの意見 

○ 指定期間 
· 文化施設の特性を考慮した指定期間（５

年以上） 

○ 運営経費の考え方 
· 利用料金制度の導入 
· 指定管理料の算出と支払時期 
· 債務負担行為 

○ 指定の手続き 
· 公募の実施と情報公開 
· 審査（選定）の基準 
· 審査の体制 
· 審査のプロセスや結果の公開 
· 準備期間と業務の引継ぎ 

○ モニタリングと評価 

○ 管理責任の範囲とリスクマネジメント 
· 施設の大規模修繕、改修 
· 事故等に対する責任・リスク 
· 指定取り消しに対する責任・リスク 

○ 指定管理者制度本来の目的の再確認 
－経費節減偏重の見直し  
· 行政サービスの質の向上と効率的運営の

両立 
· 文化施設のミッションの実現、サービスの

向上、施設の安全性などの確保 
· モニタリングや評価による目標達成 
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○ 施設の位置づけや役割の明確化：制度導

入が文化施設の位置づけや目的、事業や

運営方針の明確化に寄与 

○ 組織の活性化と職員相互の意識の共有：

制度導入で危機感が生まれ、組織の活性

化や職員間の意識の共有を促進 

○ 地域と連携した事業の充実、サービスの向

上：制度の導入が住民団体や学校等との

連携強化、対住民サービスの向上に寄与 


